
令和８年度三沢市特産品開発促進事業費補助金交付要綱 

（令和８年５月１日） 

　（趣旨） 

第１条　三沢市は、市内農畜水産業及び関連産業の活性化を目的に、当市で生

産された農畜水産物等を原材料とした付加価値の高い商品づくりを支援する

ため、特産品の開発又は改良促進事業に要する経費について、令和８年度予

算の範囲内において、三沢市特産品開発促進事業費補助金（以下「補助金」

という。）を交付する。その交付については、三沢市補助金等の交付に関する

規則（昭和４７年三沢市規則第１５号。以下「規則」という。）に定めるほか、

この要綱の定めによる。 

（補助対象事業） 

第２条　補助金の交付対象は次に掲げる事業とする。 

⑴　特産品等を新たに開発する事業 

⑵　既存の特産品等の改良、品質向上を図る事業 

（補助対象者） 

第３条　補助金の交付対象は次の全ての要件に該当する者とする。ただし、年

度内における同一事業者に対する同補助金の交付は一回限りとする。 

⑴　市内に住所または活動の拠点を有する個人若しくは団体等 

⑵　特産品の開発・改良・販売等の事業を継続して意欲的に行うことができ

ると認められること。 

⑶　三沢市暴力団排除条例(平成２４年条例第１１号)に定める暴力団に関係

していないこと。 

⑷　市税等に滞納がないこと。 

（事業の公募） 

第４条　補助金の交付対象となる事業は、より意欲的で継続性のある取り組み

を採択するため、公募する。 

(対象期間) 

第５条　補助金の交付対象となる事業の期間は交付を決定した日から翌年２月

末日までとする。 

（対象経費） 



第６条　補助金の交付対象となる経費は、別表に掲げるとおりとする。ただし、

補助金を受けようとする事業において、国、県、その他団体等から補助金そ

の他これに類する助成金等を受け取る場合は、その対象経費を除く。 

(補助率及び補助限度額) 

第７条　補助率及び補助限度額は、別表に掲げるとおりとする。 

　（事業の選定） 

第８条　第４条の公募に対し応募のあった場合は、選考委員会を設置して審査

及び選考し、採択する事業を決定する。 

（申請書等） 

第９条　規則第４条第１項に規定する申請は様式第１号により行うものとし、

同条第２項の規定により当該申請書に添付しなければならない書類は、次の

とおりとする。 

⑴　当該年度の事業計画書（様式第２号） 

⑵　当該年度の収支予算書（様式第３号） 

⑶　経費の配分内訳書（様式は任意とし、補助対象経費とそれ以外の経費を

明確に区分して記載する。） 

⑷　その他市長が必要と認める書類 

　（交付決定通知） 

第１０条　規則第５条第１項の規定による補助金の交付決定通知は、様式第４

号により行うものとする。 

　（補助金の交付の条件） 

第１１条　補助金の交付を決定した場合において、規則第５条第２項の規定に

より次に掲げる条件を付す。 

　⑴　補助金の交付対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）が予定の

期間内に完了しない場合又はこれらの遂行が困難となった場合には、速や

かにその理由及び事業の進捗状況を記載した書類を市長に提出してその指

示を受けること。 

　⑵　補助対象事業の状況、経費の収支、その他補助対象事業に関する事項を

明らかにする書類、帳簿等を備え付け、これらを当該年度の事業終了後か

ら５年間保管しておくこと。 



　（変更の承認） 

第１２条　補助対象事業について次に掲げる変更を行う場合は、あらかじめ様

式第５号を市長に提出するものとする。 

　⑴　事業主体、事業内容等の変更 

　⑵　補助対象事業の中止又は廃止 

２　市長は、前項の申請書を受理したときは、その内容を審査し、承認又は不

承認を決定し、様式第６号により申請者に通知するものとする。 

３　市長は、前項の承認に際し、必要な条件を付すことができる。 

　（申請の取下げ） 

第１３条　規則第６条第１項の規定による補助金の交付申請の取下げは、補助

金の交付決定通知書を受領した日から起算して７日を経過した日までに行う

ものとする。 

　（補助金の請求） 

第１４条　補助金の請求は交付決定後、様式第７号に交付決定通知書の写しを

添付して行うものとする。 

　（補助金の交付方法） 

第１５条　補助金の交付方法は、概算払（６割概算交付）とする。 

　（実績報告書等） 

第１６条　規則第９条の規定による報告は、補助対象事業の完了の日（事業の

廃止の承認を受けた場合はその日）から起算して３０日を経過した日又は補

助金の交付を受けた年度の末日のいずれか早い期日までに様式第８号により

行うものとし、当該報告に添付しなければならない書類は、次のとおりとす

る。 

⑴　事業実績書（様式第２号を準用） 

⑵　収支決算書（様式第３号を準用） 

⑶　経費の配分内訳書（様式は任意とし、補助対象経費とそれ以外の経費を

明確に区分して記載するものとする。） 

⑷　支払いを証する資料（領収書、明細書、通帳の写し等） 

⑸　その他市長が必要と認める書類 

　（補助金の額の確定） 



第１７条　市長は、前条の規定による実績報告書の提出を受けたときは、規則

第１０条の規定により、交付すべき補助金の額を確定し、様式第９号により

通知する。 

２　第１５条の規定により概算払を受けた補助金の精算額は、前項による補助

金の確定額によるものとし、当該精算額の請求は、様式第１０号に確定通知

書の写しを添付して行う。　 

（財産の処分の制限） 

第１８条　補助対象事業により取得し、又は効用の増加した次に掲げる財産等

を補助対象事業の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸付し、又は担保

に供しようとするときは、あらかじめ市長の承認を受けなければならない。

ただし、減価償却資産の耐用年数に関する省令（昭和４０年大蔵省令第１５

号）に定める当該財産の耐用年数を勘案して市長が定める期間を経過した場

合は、この限りでない。 

　⑴　機械類及び重要な設備並びに備品 

　⑵　その他市長が指定したもの 

（補助金の交付決定の取消し） 

第１９条　市長は、補助対象事業を行う者が次の各号のいずれかに該当すると

認めたときは、補助金の交付決定の全部又は一部を取り消すことができる。 

⑴　補助金を補助の目的以外に使用したとき。 

⑵　補助金の交付決定の内容又はこれに付した条件に違反したとき。 

⑶　法令に違反する行為を行ったとき。 

　⑷　この要綱に基づく申請書、報告書等の内容に虚偽があったとき。 

　（補助金の返還） 

第２０条　市長は、前条の規定により補助金の交付決定の全部又は一部を取り

消した場合において、当該取り消しに係る部分に関し、既に補助金が交付さ

れているときは、様式第１１号により期限を定め、補助対象事業を行う者に

対しその返還を命ずることができる。 

２　市長は、第１７条第２項の規定により補助金の額を確定した場合において、

既にその額を超える補助金が交付されているときは、様式第１２号により期

限を定め、補助対象事業を行う者に対してその返還を命ずることができる。 



（補足） 

第２１条　この要綱に定めるもののほか、補助対象事業の実施に関し必要な事

項は、市長が別に定める。 

 

　附　則 

　この要綱は、令和８年５月１日から施行する。 

 



別表（第２条関係） 

〇補助金の額は、補助対象経費の合計額（当該事業が国、県又はその他公共的機関等から助成を受け

ている場合は、その対象経費を控除した額）に補助率を乗じて算出し、１,０００円未満の端数は切

り捨てる。 

〇三沢ブランド特産品認定商品を有する事業者とは、三沢ブランド特産品認定要綱に定めのあるとお

り当該認定を受けた商品を製造販売するもののこと。 

〇補助対象者の経常的な管理運営費や人件費は補助対象外とする。

 補助対象事業

区分
補助率 補助限度額 補助対象経費

 ⑴新商品開発 

 

 

 

 

補助対象経費の 

３分の２以内 

５０万円 ① 謝礼 

・外部の専門家から指導を受けた場合の謝

礼金等 

②　旅費 

・外部の専門家を招へいするための交通費 

・マーケティング調査、商品の研究開発、

商談会や展示会への参加やその準備等に必

要な交通費及び宿泊費（車賃は、催事当日

から起算して前３日間を含む実費とする。） 

③　消耗品費 

・試作のために使用する原材料費等（販売

に係るものは除く。） 

④　印刷製本費 

・商品の宣伝・ＰＲ活動に必要な印刷物及

び資料等の印刷費（コピー代を除く。） 

⑤　役務費 

・商品を輸送するための通信運搬費、成分

分析、検査手数料等 

⑥　委託料 

・調査研究、デザイン、試作品加工等のた

めの外注費用 

⑦　使用料及び借上料 

・商談会・展示会への参加に必要な参加料 

・会場や物品等を一時的に借り上げるため

の借上料等 

⑧　備品購入費 

・機械装置、器具等備品の購入費（ただし、

経費の合計の３分の１以内の額までとす

る。） 

⑨　その他市長が必要と認める経費 

（事前協議による承認を要する。）

 補助対象経費の 

４分の３以内 
※三沢ブランド特産

品認定商品を有する

事業者 

 ⑵既存商品の

改良 

補助対象経費の 

２分の１以内 

３０万円

 補助対象経費の 

３分の２以内 
※三沢ブランド特産

品認定商品を有する

事業者 

 



様式第１号（第９条関係） 

　　　　年　　月　　日 

 

（あて先）三沢市長 

 

住　　　所 

団　体　名 

代表者氏名 

電 話 番 号 

 

令和８年度三沢市特産品開発促進事業費補助金交付申請書 

 

令和８年度三沢市特産品開発促進事業費補助金交付要綱第９条及び三沢市補

助金等の交付に関する規則第４条の規定により、関係書類を添えて下記のとお

り申請します。 

記 

 

１　団体の目的（個人の場合は省略可） 

 

２　団体の構成及び役員名（個人の場合は省略可） 

 

３　補助対象事業の目的及び内容（別紙として添付可） 

 

４　交付を希望する補助金の額 

 

５　添付書類 

　（１）　当該年度の事業計画書 

　（２）　当該年度の収支予算書 

（３）　経費の配分内訳書 

（４）　その他市長が必要と認める書類 



様式第２号（第９条、第１６条関係） 

 

事業（ 計画 ／ 実績 ）書 

 

 

 
月　日 実施内容 概要説明

 



様式第３号（第９条、第１６条関係） 

 

収支（ 予算 ／ 決算 ）書 

 

収　入 

 

支　出 

 

 
科　目

□ 本年度予算額 

□ 本年度決算額
説　　明

 

 
計

 
科　目

□ 本年度予算額 

□ 本年度決算額
説　　明

 

 
計



様式第４号（第１０条関係） 

指　令　番　号 

年　　月　　日 

 

 

　　　　　　　　　　　殿 

 

 

三沢市長　　　　　　　　　印 

 

 

令和８年度三沢市特産品開発促進事業費補助金交付決定通知書 

 

 

　　　年　　月　　日付けで申請のあった三沢市特産品開発促進事業費補助金

について、下記のとおり交付することに決定したので、三沢市補助金等の交付

に関する規則第５条の規定により通知します。 

 

 

記 

 

 

交付決定額　金　　　　　　　　円 

 

 



様式第５号（第１２条関係） 

　　　　年　　月　　日 

 

 

（あて先）三沢市長 

 

 

住　　　所 

団　体　名 

代表者氏名 

電 話 番 号 

 

 

令和８年度三沢市特産品開発促進事業 

（ 変更 ／ 中止 ／ 廃止 ）承認申請書 

 

 

　　　　年　　月　　日付け、三沢市指令第　　号をもって補助金の交付決定

を受けた三沢市特産品開発促進事業について、下記のとおり( 変更 ／ 中止 ／ 

廃止 ）したいので、令和８年度三沢市特産品開発促進事業費補助金交付要綱第

１２条第１項の規定により申請します。 

 

記 

 

１　( 変更 ／ 中止 ／ 廃止 ）の理由 

 

 

２　変更の場合はその内容 

 

 



様式第６号（第１２条関係） 

指　令　番　号 

年　　月　　日 

 

 

　　　　　　　　　　　殿 

 

 

三沢市長　　　　　　　　　印 

 

 

令和８年度三沢市特産品開発促進事業 

（変更／中止／廃止）に係る（承認／不承認）通知書 

 

 

　　　　　年　　月　　日付けで申請のあったことについて、（承認／不承認）

とすることに決定したので、令和８年度三沢市特産品開発促進事業費補助金交

付要綱第１２条第２項の規定により通知します。 

 

 

（不承認の場合はその理由を記載） 

 

 



様式第７号（第１４条関係） 

　　　　年　　月　　日 

 

（あて先）三沢市長 

 

住　　　所 

団　体　名 

代表者氏名　　　　　　　　　　印 

電 話 番 号 

 

 

令和８年度三沢市特産品開発促進事業費補助金請求書 

 

 

請求金額　金　　　　　　　　円 

 

 

ただし、　　　　年　　月　　日付け、三沢市指令第　　　号により交付の

決定がありました補助金として、上記のとおり請求します。 

 

振 込 先 

 

 

金

融

機

関

金融機関名

銀行 

金庫 

信用組合 

農協

本店 

支店 

出張所

 
預 金 種 別 □　普通　　□　当座

 
口 座 番 号

 

口座名義人

フリガナ

 
氏　　名



様式第８号（第１６条関係） 

　　　　年　　月　　日 

 

 

（あて先）三沢市長 

 

 

住　　　所 

団　体　名 

代表者氏名 

電 話 番 号 

 

令和８年度三沢市特産品開発促進事業費補助金実績報告書 

 

　　年　　月　　日付け、三沢市指令第　　　号で補助金の交付決定を

受けた三沢市特産品開発促進事業が完了したので、三沢市補助金等の交付に関

する規則第９条の規定により、関係書類を添えて下記のとおり報告します。 

 

記 

 

１　事業実績書 

 

２　収支決算書 

 

３　経費の内訳書 

 

４　支払いを証する資料 

 

５　その他市長が必要と認める書類 



様式第９号（第１７条関係） 

文　書　番　号 

年　　月　　日 

 

 

　　　　　　　　　　　　殿 

 

 

三沢市長　　　　　　　　　印 

 

 

令和８年度三沢市特産品開発促進事業費補助金確定通知書 

 

 

　　年　　月　　日付けで実績報告のあった三沢市特産品開発促進事業

費補助金について、下記のとおり金額を確定したので、三沢市補助金等の交付

に関する規則第１０条の規定により通知します。 

 

記 

 

（単位：円） 

 

 
交付決定額

確定額 

（Ａ）

交付済額 

（Ｂ）

未交付額 

（Ａ）－（Ｂ）
備　　考

 



様式第１０号（第１７条関係） 

　　　　年　　月　　日 

 

（あて先）三沢市長 

 

住　　　所 

団　体　名 

代表者氏名　　　　　　　　　　印 

電 話 番 号 

 

 

令和８年度三沢市特産品開発促進事業費補助金請求書 

 

 

請求金額　金　　　　　　　　円 

 

 

ただし、　　　　年　　月　　日付け、三観発第　　号で確定通知がありま

した補助金として上記のとおり請求します。 

 

 

振 込 先 

 

金

融

機

関

金融機関名

銀行 

金庫 

信用組合 

農協

本店 

支店 

出張所

 
預 金 種 別 □　普通　　□　当座

 
口 座 番 号

 

口座名義人

フリガナ

 
氏　　名



様式第１１号（第２０条関係） 

指　令　番　号 

年　　月　　日 

 

 

　　　　　　　　　　　　　殿 

 

 

三沢市長　　　　　　　　　印 

 

 

令和８年度三沢市特産品開発促進事業費補助金返還命令書 

 

 

　　年　　月　　日付け、　　　第　　号で通知をした補助金（ 交付決

定 ／ 確定 ）については、令和８年度三沢市特産品開発促進事業費補助金交付

要綱第１９条の規定により当該交付決定の（ 全部 ／ 一部 ）を取り消し、同

要綱第２０条の規定により補助金の返還を命ずる。 

 

記 

 

１　返還を命ずる金額　　　　　　　　円 

 

 

２　取消しの理由 

 

 

３　補助金の返還期限　　　　　年　　月　　日 

 補助金（ 交付決定 ／ 確定 ）額 円
 うち補助金の交付を取り消す金額 円



様式第１２号（第２０条関係） 

指　令　番　号 

年　　月　　日 

 

 

　　　　　　　　　　　　殿 

 

 

三沢市長　　　　　　　　　印 

 

 

令和８年度三沢市特産品開発促進事業費補助金返還命令書 

 

 

　　年　　月　　日付け、三観発第　　号で確定通知をした補助金につ

いて、令和８年度三沢市特産品開発促進事業費補助金交付要綱第２０条第２項

の規定により次のとおり返還を命ずる。 

 

記 

 

１　補助金返還額　　　　　　　　円 

 

２　補助金の返還期限　　　　　年　　月　　日 

 

 


